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第１ はじめに 

 

（「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の制定と改正） 

明日の日本を支えていくのは今を生きる子供たちである。いわゆる貧困の連

鎖によって、子供たちの将来が閉ざされることは決してあってはならないとの

決意の下、平成 25年６月に子どもの貧困対策の推進に関する法律（平成 25年

法律第 64号。以下「法律」という。）が成立した。これを受け、子供の貧困対

策に関する大綱（平成 26年８月閣議決定。以下「前大綱」という。）において、

全ての子供たちが夢と希望を持って成長していける社会の実現を目指し、子供

たちの成育環境を整備するとともに、教育を受ける機会の均等を図り、生活の

支援、保護者への就労支援等と併せて子供の貧困対策を総合的に推進すること

が重要であるとの方針を掲げ、政府では様々な取組を進めてきた。 

さらに、令和元年６月、議員提出による子どもの貧困対策の推進に関する

法律の一部を改正する法律（令和元年法律第 41 号）が成立した。同法による

改正後の法律では、目的として、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、

子供の「将来」だけでなく「現在」の生活等に向けても子供の貧困対策を総

合的に推進することが明記されるとともに、基本理念として、子供の最善の

利益が優先考慮されること、貧困の背景に様々な社会的要因があること等が

明記された。また、市町村が子供の貧困対策についての計画を定めるよう努

める旨が規定されるとともに、子供の貧困対策に関する大綱の記載事項とし

て子供の貧困対策に関する施策の検証及び評価その他の施策の推進体制に

関する事項が追加された。 

 

（新たな大綱案作成の経緯） 

政府は、平成30年11月、内閣総理大臣を会長とする「子どもの貧困対策会

議」を開催し、令和元年度内を目途に、新たな子供の貧困対策に関する大綱

の案の作成を行うとともに、新たな大綱の案の作成に資するよう、子供の貧

困対策に関する有識者会議（以下「有識者会議」という。）において、諸施

策の進捗状況を把握し、幅広く意見を聴取することを決定した。これを踏ま

え、有識者会議において、計６回にわたり、貧困の状況にある子供及びその

保護者を含め幅広く関係者から意見聴取を行い、様々な議論がなされた結

果、令和元年８月に「今後の子供の貧困対策の在り方について」が提言され

た。 

提言においては、前大綱に基づき各種の支援が進捗したこと、子供の貧困率

を始めとする多くの指標で改善が見られたことや子供の貧困に対する社会の

認知が一部で進んできたこと等については評価された。 



2 
 

他方で、現場には今なお支援を必要とする子供やその家族が多く存在し、特

にひとり親家庭の貧困率は高い水準にあるなど、その状況は依然として厳しい

こと、各地域で子供の貧困対策として様々な取組が広がる一方で、地域による

取組の格差が拡大してきたこと等について指摘がなされた。 

政府としては、この提言を真摯に受け止め、総合的な見地から検討・調整を

図った上で、子どもの貧困対策会議において大綱案を作成した。 

 

（新たな大綱の策定の目的） 

日本の将来を担う子供たちは国の一番の宝である。改正後の法律を踏まえる

と、貧困の連鎖を食い止めるためには、現在から将来にわたって、全ての子供

たちが前向きな気持ちで夢や希望を持つことのできる社会の構築を目指して

いく必要がある。 

貧困の状況にある家庭では、様々な要因により子供が希望や意欲をそがれや

すい。そうした中で、目指すべき社会を実現するためには、子育てや貧困を家

庭のみの責任とするのではなく、地域や社会全体で課題を解決するという意識

を強く持ち、子供のことを第一に考えた適切な支援を包括的かつ早期に講じて

いく必要がある。 

こうした基本的な考え方の下、子供の貧困対策を総合的に推進するため、政

府として、ここに新たな「子供の貧困対策に関する大綱」（以下「本大綱」と

いう。）を策定する。 
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第２ 子供の貧困対策に関する基本的な方針 
１ 分野横断的な基本方針 
（１）貧困の連鎖を断ち切り、全ての子供が夢や希望を持てる社会を目指す。 

 
子供の貧困対策は、改正後の法律の目的規定（第１条）を踏まえ、貧困の

連鎖を断ち切るために、子供の現在及び将来を見据えた対策を実施するとと

もに、全ての子供が前向きな気持ちで夢や希望を持ち、我が国の将来を支え

る人材に成長していけるようにすることが重要である。 

少子高齢化が進行する我が国においては、国民一人一人が輝きを持ってそ

れぞれの人生を送っていけるようにすることが、活力ある日本社会の創造に

直結するものとして、子供のことを第一に考えた支援を包括的かつ早期に講

じていく。 

 
（２）親の妊娠・出産期から子供の社会的自立までの切れ目のない支援体制を

構築する。 
 

子供の貧困対策を進めるに当たっては、子供の心身の健全な成長を確保す

るため、親の妊娠・出産期から、生活困窮を含めた家庭内の課題を早期に把

握した上で、適切な支援へつないでいく必要がある。また、乳幼児期から義

務教育へ、更には高等学校段階へと、子供のライフステージに応じ、問題発

見と支援を切れ目なくつなげていくことが必要である。さらに、子供が高校

や大学等への進学を実現した後も、中途退学等により就業や生活の場面で困

難を来す場合もあることから、子供の社会的自立が確立されるまでの継続的

な視点で支援体制を構築することが必要である。 

そのため、母子保健サービスや保育施設、学校における支援、地域での子

育て支援、居場所の提供・学習支援、若者の就業支援、保護者の就労・生活

支援等が有機的に連携するとともに、切れ目なく必要な支援が提供されるよ

う、関連機関における情報の共有、連携の促進を図る。 

 
（３）支援が届いていない、又は届きにくい子供・家庭に配慮して対策を推進

する。 
 

貧困の状況にある子供やその家庭の一部には、必要な支援制度を知らな

い、手続が分からない、積極的に利用したがらない等の状況も見られる。 

こうした子供たちや家庭を早期に発見し、早期に対策を講じていくため、

ひとり親支援に係る地方公共団体窓口のワンストップ化の推進等必要な体
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制づくりを引き続き進めていく。 

また、支援に当たっては、親の健康状態の悪化により家庭が貧困の状況に

置かれたり、家族の世話に追われる子供がいる、子供やその親に障害があっ

たり、外国籍であるなどにより日本語が不自由であるなど、困窮層は多様で

あることに留意する。 

 
（４）地方公共団体による取組の充実を図る。 
 

子供の貧困対策の推進のためには、国、地方公共団体、民間の企業や団体、

地域住民等が、それぞれの立場から主体的に支援に参画していく必要がある

が、中でも個別の子供に関する情報を多く保有する地方公共団体の役割は重

要である。 

生まれた地域によって子供の将来が異なることのないよう、地方公共団体

による計画の策定を促すとともに、地域の実情を踏まえた取組の普及啓発を

積極的に進めていく。 

市町村においては、福祉や教育等の取組の過程で得られた個別の子供の状

況に関する情報を活用することにより、支援を要する子供を広く把握し、効

果的に支援へつなげていけるよう、また都道府県においては、情報把握のサ

ポートや連携、効果的な取組の広域展開が進むように支援していく。 

 
２ 分野ごとの基本方針 
（１）教育の支援では、学校を地域に開かれたプラットフォームと位置付ける

とともに、高校進学後の支援の強化や教育費負担の軽減を図る。 
 

家庭の状況にかかわらず、学ぶ意欲と能力のある全ての子供が質の高い教

育を受け、能力・可能性を最大限伸ばしてそれぞれの夢に挑戦できるように

することが、一人一人の豊かな人生の実現に加え、今後の我が国の成長・発

展にもつながるものである。 

学校を地域に開かれたプラットフォームと位置付けて、スクールソーシャ

ルワーカーが機能する体制づくりを進めるとともに、地域において支援に携

わる人材やＮＰＯ等民間団体等が中核となって放課後児童クラブや地域福

祉との様々な連携を生み出すことで、苦しい状況にある子供たちを早期に把

握し、支援につなげる体制を強化する。 

また、将来の貧困を予防する観点から、高校中退を防止するための支援や

中退後の継続的なサポートを強化するとともに、教育の機会均等を保障する

ため、教育費負担の軽減を図る。 
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（２）生活の支援では、親の妊娠・出産期から、社会的孤立に陥ることのない

よう配慮して対策を推進する。 
 

子供の心身の健全な成長のためには、親の妊娠・出産期からの良好な環境

が必要である。しかしながら、貧困の状況にある家庭や子供については、こ

れに伴って様々な不利を背負うばかりでなく、社会的に孤立して必要な支援

が受けられず、一層困難な状況に置かれてしまうことが指摘されている。 

このような社会的孤立に陥ることのないよう、親の妊娠・出産期からの相

談支援の充実を図るとともに、子供及びその保護者との交流の機会等にもつ

ながる居場所づくりの支援等、生活の安定に資するための支援を実施する。 

また、生活保護法や生活困窮者自立支援法等の関連法制を一体的に捉えて

施策を推進する。 

 

（３）保護者の就労支援では、職業生活の安定と向上に資するよう、所得の増

大や、仕事と両立して安心して子供を育てられる環境づくりを進める。 

 

保護者の就労支援は、世帯の安定的な経済基盤を築く観点から、単に職を

得るにとどまらず、所得の増大その他の職業生活の安定と向上に資する支援

を講じていく。保護者が社会から孤立して働けない場合は、自らの暮らしの

見通しを立てる中で自立に向けた働き方を考えられるように支援する。 

保護者の就労支援に当たっては、収入面のみならず、家庭で家族がゆとり

を持って接する時間を確保できる適正な労働環境の確保に努める。 

また、ひとり親のみならず、ふたり親世帯についても、生活が困難な状態

にある世帯については、親の状況に合ったきめ細かな就労支援を進めてい

く。 

 

（４）経済的支援に関する施策は、様々な支援を組み合わせてその効果を高め

るとともに、必要な世帯へ支援の利用を促していく。 

 
経済的支援は、親の健康状態や就労状況にかかわらず世帯の日々の生活を

安定させる観点から重要である。ただし、子供に支援を届ける方法としては

現物給付がより直接的であることや、子供の育ちに影響を与える家庭環境と

しては、金銭面だけでなく、親の働き方や子供との関わり方等の要素も大き

いことも踏まえ、様々な支援を組み合わせてその効果を高めていく。 

また、家庭の経済的困窮については、そもそも把握が難しいこともあるこ

とから、地方公共団体が、内部で保有する様々な情報の活用や関係機関との
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連携により、支援が必要な世帯を把握していくことを促していく必要があ

る。 

 
（５）子供の貧困に対する社会の理解を促進し、国民運動として官公民の連

携・協働を積極的に進める。 
 

子供の貧困対策の推進に当たっては、対策に関わる当事者だけでなく、社

会全体が子供の貧困に対する理解を深めることが欠かせない。 

前大綱策定以来、子供の貧困に対する国民の認知は広がってきたが、子育

てや貧困は家庭の自己責任という考え方も未だ根強く存在している。このた

め、まずは、行政、学校、保健福祉等の機関が率先して、子供の貧困が社会

全体で受け止めて取り組むべき課題であることをより一層明確に位置付け

ていく。 

さらに、国全体で子供を応援するという機運を高め、どんな環境にあって

も前向きに伸びようとする子供たちを支援する環境を社会全体で構築する

ため、国民運動として、国、地方公共団体、民間の企業・団体等の連携・協

働を積極的に進める。 

 
（６）今後５年間の重点施策を掲げ、中長期的な課題も視野に入れて継続的に

取り組む。 
 

改正後の法律では、施行後５年を目途として、施行状況を勘案して必要が

ある場合には、法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を講ずるものとされている（附則第２項）。 

このことを踏まえ、本大綱では、今後５年間において政府が取り組むべ

き重点施策を中心に掲げることとするが、必要なものについては、中長期

的な課題についても視野に入れて継続的に取り組むこととする。  
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第３ 子供の貧困に関する指標 

 

子供の貧困対策を総合的に推進するに当たり、関係施策の実施状況や対策の

効果等を検証・評価するため、別添のとおり子供の貧困に関する指標を設定す

る。 

なお、子供の貧困に関する状況をより適切に把握できるようにするため、公

的統計の見直しや改善も含め、指標の在り方については引き続き検討を進め

る。 

 
第４ 指標の改善に向けた重点施策 

 

別添に掲げる指標の改善に向け、子供の貧困対策に関する重点施策として以

下の事項に取り組むこととする。 

 

１ 教育の支援 

（１）幼児教育・保育の無償化の推進及び質の向上 
（幼児教育・保育の無償化） 

年齢や発達に合わせた質の高い幼児教育・保育は、子供の健全な育ちや

家庭における親の子育て環境に大きな影響を与えることから、幼稚園・保

育所・認定こども園等の充実は貧困の世代間連鎖を断ち切ることにもつな

がる。このため、全ての子供が安心して質の高い幼児教育・保育を受けら

れるよう、令和元年 10 月から開始した幼児教育・保育の無償化を着実に

実施する。 

 

（幼児教育・保育の質の向上） 

子ども・子育て支援新制度に基づき、職員の配置や処遇改善等を通じた、

幼児教育・保育・子育て支援の更なる質の向上を推進する。保育士等の専

門性を高め、キャリアアップが図られるよう、保育士等の給与状況を把握

し、施策の効果を検証しながら更なる処遇改善に取り組む。 

また、各地方公共団体への「幼児教育センター」の設置や「幼児教育ア

ドバイザー」の育成・配置等、公私の別や施設種を超えて幼児教育を推進

する体制を構築し、幼児教育施設の教職員等への研修の充実や小学校教育

との接続の推進を図る。 

さらに幼稚園教諭・保育士等による専門性を生かした子育て支援の取組

を推進するとともに、子育てに悩みや不安を抱える保護者など、地域にお

ける保護者に対する家庭教育支援を充実するため、家庭教育支援チーム等
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による学習機会の提供や情報提供、相談対応、地域の居場所づくり、訪問

型家庭教育支援等の取組を推進する。 

 

（２）地域に開かれた子供の貧困対策のプラットフォームとしての学校指

導・運営体制の構築 

（スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーが機能する体制の

構築等） 

児童生徒の家庭環境等を踏まえた指導体制の充実を図る。特に、貧困家

庭の子供たち等を早期の段階で生活支援や福祉制度につなげていくこと

ができるよう、配置状況も踏まえ、スクールソーシャルワーカーの配置時

間の充実等学校における専門スタッフとして相応しい配置条件の実現を

目指すとともに、勤務体制や環境等の工夫等学校においてスクールソーシ

ャルワーカーが機能する取組を推進する。このような体制構築等を通じ

て、ケースワーカー、医療機関、児童相談所、要保護児童対策地域協議会

等の福祉部門や放課後児童クラブと教育委員会・学校等との連携強化を図

る。 

また、児童生徒の心理に関する支援を行うスクールカウンセラーについ

ても、配置状況を踏まえ、配置時間の充実等専門スタッフとして相応しい

配置条件の実現を目指す。 

さらに、子育てに悩みや不安を抱える保護者等、地域における保護者に

対する家庭教育支援を充実するため、学校等と連携し、家庭教育支援チー

ム等による学習機会の提供や情報提供、相談対応、地域の居場所づくり、

訪問型家庭教育支援等の取組を推進する。（再掲） 

 

（学校教育による学力保障） 

家庭環境や住んでいる地域に左右されず、学校に通う子供の学力が保障

されるよう、少人数指導や習熟度別指導、放課後補習等の個に応じた指導

を行うため、教職員等の指導体制を充実し、きめ細かな指導を推進する。 

その際、子供が学校において安心して過ごし、悩みを教職員に相談でき

るよう、多様な視点からの教育相談体制の充実を図る。 

加えて、学校における具体的な支援体制を充実させる観点から、現職教

員を中心に、子供に自己肯定感を持たせ、子供の貧困問題に関する理解を

深めていくため、大学や教育委員会に対し、免許状更新講習や研修におけ

る関連講習、校内研修等の開設を促す。 
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（３）高等学校等における修学継続のための支援 

（高校中退の予防のための取組） 

高校中退を防止することは、将来の貧困を予防する観点から重要であ

る。このため、学習等に課題を抱える高校生の学力向上、進路支援等のた

めの人材を高等学校に配置するとともに、生徒が抱える課題に応じて適切

な支援につなげるスクールソーシャルワーカーの配置を推進するなど、高

等学校における指導・相談体制の充実を図る。また、課題を抱える生徒の

多い高等学校での優れた取組の普及を図る。 

在学中の妊娠・出産を機に高校を中退する者もいるが、生徒が妊娠した

場合には、母体の保護を最優先としつつ、教育上必要な配慮を行うべきも

のであることについて、周知徹底を図る。 

さらに、学校と地域社会等による優れた連携・協働の取組への表彰や、

学校のキャリア教育の指導内容に関する手引・パンフレットの周知、教員

向けの説明会の実施等により、各学校における発達の段階に応じた体系的

なキャリア教育の充実を図る。 

 

（高校中退後の支援） 

高校中退者等を対象に、地域住民・民間団体等の様々な地域資源を活用

しながら高等学校卒業程度の学力を身に付けさせるための学習相談及び

学習支援を実施する地方公共団体等の取組を支援・推進する。 

学校が地域若者サポートステーション及びハローワーク等が実施する

支援内容等について高校中退者等に対して情報提供を行うなど、就労支援

や復学・就学のための取組の充実を図る。 

高校等中退者が高等学校等に再入学して学び直す場合、卒業するまで

（最長２年間）授業料に係る支援を受けることができるよう、高等学校等

就学支援金相当額を支給する。 

 

（４）大学等進学に対する教育機会の提供 
（高等教育の修学支援） 

高等教育段階においては、真に支援の必要な住民税非課税世帯及びこれ

に準ずる者が経済的な理由によって大学等への進学を断念することがな

いよう、令和２年４月から授業料等の減免措置と給付型奨学金の拡充を併

せて行う高等教育の修学支援新制度の実施により大学等の修学に係る経

済的負担の軽減を図る。 

また、意欲と能力のある学生等が経済状況にかかわらず修学の機会を得

られるよう、引き続き無利子奨学金を適切に措置するとともに、返還が困
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難な者に対しては、返還月額の減額、返還期限の猶予、奨学金の返還月額

が卒業後の所得に連動する「所得連動返還型奨学金制度」等の利用を促す。 

あわせて、奨学金の緊急採用等、家計急変により修学困難となった学生

に対する経済的支援についても引き続き取り組む。 

さらに、学生宿舎の整備が円滑に行われるよう、各大学等の計画・要望

に応じた整備手法に関する情報提供等を行う。 

 

（５）特に配慮を要する子供への支援 

（児童養護施設等の子供への学習・進学支援） 

児童養護施設等で暮らす学業に遅れのある小学生や高校等受験を目指

す中学生に対し、施設内に居住している大学生等を活用した学習指導を行

うとともに、子供の年齢や発達状況に応じたスポーツや表現活動の実施

等、子供の状況に配慮した支援を行う。 

また、児童養護施設等で暮らす子供の大学等進学を推進するため、入所

中における学習支援の充実を図るとともに、経済的理由により進学を断念

することがないよう、進学に際し必要な学用品費等の購入費や進学後の生

活費等の支援を行う。 

 

（特別支援教育に関する支援の充実） 

特別支援教育について、特別支援教育就学奨励費等を通じて、障害のあ

る児童生徒等への支援の充実を図る。 

 

（外国人児童生徒等への支援） 

外国人児童生徒等についても、教育の機会が適切に確保され、高等学校

や専門学校・大学等への進学、就職が円滑に実現できる環境を整備するた

め、就学状況の把握及び就学促進や日本語指導及び教科指導の充実、中学

校・高等学校におけるキャリア教育等の包括的な支援を進める。 

 
（６）教育費負担の軽減 

（義務教育段階の就学支援の充実） 

義務教育段階においては、学校教育法第 19 条の規定に基づき、市町村

が就学援助を実施している。国としては、国庫補助事業の実施や、市町村

が行う就学援助の取組の参考となるよう、就学援助の実施状況等を定期的

に調査し、公表することで、就学援助の適切な運用を促し、各市町村にお

ける就学援助の活用・充実を図る。また、就学援助が必要な世帯に活用さ

れるよう、各市町村におけるきめ細かな周知・広報等の取組を促す。 
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平成 29 年度から、国庫補助事業において小学校就学予定者に対し新入

学児童生徒学用品費等を支給した場合の経費についても対象としたこと

を踏まえ、援助を必要とする時期に速やかな支給が行えるよう、各市町村

の入学前支給の実施を促す。 

 

（高校生等への修学支援等による経済的負担の軽減） 

全ての意思ある生徒が安心して教育を受けられるよう、高等学校等の授

業料に充てるため高等学校等就学支援金を支給するとともに、政府全体と

して安定的な財源を確保しつつ、年収590万円未満世帯を対象とした私立

高等学校授業料の実質無償化を実現する。また、授業料以外の教育費負担

を軽減するため、低所得世帯の生徒に対する支援として創設された「高校

生等奨学給付金（奨学のための給付金）制度」等について、都道府県での

実施状況を踏まえつつ、着実に実施することにより、低所得世帯への支援

の充実を図る。 

さらに、高等学校等における家計急変世帯への授業料減免支援について

も引き続き取り組む。 

 

（生活困窮世帯等への進学費用等の負担軽減） 

都道府県社会福祉協議会が実施する生活福祉資金貸付制度により、低所

得者世帯の子供が高校や大学等において修学するための入学金、授業料等

の貸付けを行う。 

生活保護世帯の子供が、高等学校等に進学する際には、入学料、入学考

査料等を支給する。また、生活保護世帯の高校生の就労収入のうち、本人

の高校卒業後の大学等の進学費用にかかる経費に充てられる場合につい

ては、収入として認定しない取扱いとする。 

生活保護世帯の子供が大学等に進学した際に、新生活の立上げ費用とし

て進学準備給付金を給付する。また、生活保護世帯の子供が、大学進学後

も引き続き、出身の生活保護受給世帯と同居して通学している場合は、大

学等に通学している間に限り、その子供の分の住宅扶助額を減額しないこ

ととする。 

大学等への進学を検討している高校生等のいる生活保護世帯に対して、

進学に向けた各種費用についての相談や助言、各種奨学金制度の案内等を

行う家計改善支援を実施する。 

 
（ひとり親家庭への進学費用等の負担軽減） 

ひとり親家庭の子供が、高等学校等の修学の継続や大学等への進学を断
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念することがないよう、母子父子寡婦福祉資金貸付金による経済的支援を

引き続き実施する。 

また、ひとり親家庭の子供が高等学校卒業程度認定試験合格のための講

座を受講した場合の費用への支援を引き続き実施する。 

 

（７）地域における学習支援等 
（地域学校協働活動における学習支援等） 

地域学校協働活動を推進する中において、地域における学習支援等の充

実を図る。その際、学習等に課題を抱える子供に学習支援や生活支援を実

施しているＮＰＯやフリースクール等と各地方公共団体との連携を促進

するなど、子供の状況に配慮した支援の充実を図る。さらに、学校・家庭・

地域の協働の基盤となるコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）

と地域学校協働本部の設置の促進により、地域による学習支援等の一層の

促進・充実を図る。 

また、こうした学校教育以外の学習支援には、学力の向上のみならず、

学習や将来への意欲を高める機能も期待されるところであり、信頼できる

大人との出会いの場となるよう、多様な地域住民の参画を促す。 

加えて、スポーツの場を提供する総合型地域スポーツクラブ等の活用

や、多様な民間企業・団体・大学等によるものづくり、文化・伝統等の教

育プログラムの実施を推進する。 

 

（生活困窮世帯等への学習支援） 

生活保護世帯の子供を含む生活困窮世帯の子供を対象に、生活困窮者自

立支援法に基づき、子どもの学習・生活支援事業を実施し、学習支援や進

路選択に関する相談等の支援を行う。 

また、ひとり親家庭の子供の学習習慣の定着等に向けて、放課後児童ク

ラブ等の終了後に生活習慣の習得・学習支援、食事の提供等を行うことが

可能な居場所づくりを推進する。 

 
（８）その他の教育支援 

（学生支援ネットワークの構築） 

悩みを抱える学生を支援するネットワークの構築のため、学生相談室等

を中心とした保健管理センター、指導教員、学生支援担当部署等の連携、

カウンセラー等の専門家の活用、学生が学生の相談に対応する「ピア･サ

ポート」の仕組みの整備等について周知することを通じて、各大学等にお

ける取組を促進する。 



13 
 

（夜間中学の設置促進・充実） 

夜間中学は、義務教育未修了者に加え、外国籍の者、入学希望既卒者、

不登校となっている学齢生徒等の多様な生徒を受け入れる重要な役割を

担っていることから、義務教育の段階における普通教育に相当する教育の

機会の確保等に関する法律等に基づき、全ての都道府県に少なくとも一つ

の夜間中学が設置されるよう、また、人口規模や都市機能に鑑み、全ての

指定都市において夜間中学が設置されるよう促進するとともに、夜間中学

の教育活動の充実や受け入れる生徒の拡大を図る。 

 

（学校給食を通じた子供の食事・栄養状態の確保） 

生活保護制度による教育扶助や就学援助制度による学校給食費の補助

を行い、低所得世帯への支援を引き続き実施する。 

学校給食法の目的に基づき、学校給食の普及・充実及び食育の推進を

図り、適切な栄養の摂取による健康の保持増進に努める。 

 

（多様な体験活動の機会の提供） 

民間の企業が実施する優れた体験活動の取組等に対する表彰事業を実

施することにより、民間の企業の青少年に対する体験活動事業への積極

的な参画を促す。 

独立行政法人国立青少年教育振興機構が設置する国立青少年教育施設

において、児童養護施設等の子供を対象に、自己肯定感の向上、生活習慣

の改善等につながる多様な体験活動の場を提供するとともに、その成果

を広く全国に周知することを通じて、各地域における取組を促進する。

また、「子どもゆめ基金」事業により、貧困の状況にある子供を支援して

いる民間団体が行う体験活動への助成を行う。 

さらに、地域学校協働活動を推進する中において、多様な民間企業・団

体・大学等によるスポーツ、ものづくり、文化芸術等の教育プログラムの

実施を推進する。 

国際化の進む社会の各分野で活躍できる青年の育成を図るため、経済

状況にかかわらず、多様な教育・研修機会が得られるよう、意欲ある青年

に対する参加支援等に努める。 

 

２ 生活の安定に資するための支援 

（１）親の妊娠・出産期、子供の乳幼児期における支援 

（妊娠・出産期からの相談・切れ目のない支援） 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行うため、妊産婦健
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康診査・乳幼児健康診査の場の活用や乳児家庭全戸訪問事業等を通じて、

子育てに関する情報の提供や乳幼児及びその保護者の心身の状況及び養

育環境の把握を行い、子育て世代包括支援センターや子ども家庭総合支

援拠点、養育支援訪問事業による訪問等により、保護者から養育につい

ての相談を受け、助言等を行う。また、子育て中の親子が気軽に集い、相

互交流や子育ての不安や悩みを相談できる地域子育て支援拠点の設置を

促進することで、孤立した育児とならないように支援を行う。なお、妊産

婦等からの相談に応じ、健康診査等の「母子保健サービス」と「子育て支

援サービス」を一体的に提供できるよう、子育て世代包括支援センター

については、その設置を促進し、令和２年度末までに全国展開を目指す。 

 

（特定妊婦等困難を抱えた女性の把握と支援） 

妊娠期からの支援を行い、安定的な生活が営めるよう、予期せぬ妊娠

等により、不安を抱える若年妊婦、特定妊婦等を支援するため、女性健康

支援センターにおける産科同行支援を実施するほか、身近な地域で必要

な支援が受けられるよう、若年妊婦等への支援に積極的なＮＰＯ等との

連携によるアウトリーチや、ＳＮＳを活用した相談支援等を実施する。

また、当該妊婦等を次の支援につなげるまでの緊急一時的な居場所の確

保等に係る支援を行う。あわせて、妊娠の届出や母子健康手帳の交付、医

療機関への受診、乳児家庭全戸訪問事業等により把握された特定妊婦等

に対し、子育て世代包括支援センターや子ども家庭総合支援拠点、要保

護児童対策地域協議会が中心となって、関係機関の連携の下に養育支援

訪問事業等の適切な支援を行う。さらに、婦人相談所において、特定妊婦

を含む困難な問題を抱える女性に対し、相談・保護を行うとともに、母子

生活支援施設への一時保護委託や婦人保護施設への入所措置を行うな

ど、妊娠期から出産後までの継続した支援を行い、自らの子供を養育する

ことを希望する未婚の妊産婦等に対しては母子生活支援施設等を活用し、

親が自立できるまでの生活全般の支援を行う。また、支援を必要とするひ

とり親家庭等については、民間団体の活用等による見守り支援等を推進

する。 

 
（２）保護者の生活支援 

（保護者の自立支援） 

複合的な課題を抱える生活困窮者に対し、生活困窮者自立支援法に基づ

く自立相談支援事業において包括的な支援を行うとともに、必要に応じ適

切な関係機関につなぐ。また、生活困窮者及び生活保護受給者のうち就労
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に向けた準備が必要な者に対し、就労準備支援を実施する。加えて、生活

困窮者及び生活保護受給者の自立助長の観点から、家計に課題を抱える

世帯に対する家計改善支援を実施する。生活困窮者自立支援法に基づく

自立相談支援事業、就労準備支援事業、家計改善支援事業の一体的な支

援の実施を推進する。 

ひとり親家庭については、ファイナンシャルプランナー等の専門家を

活用した家計管理等の講習会の実施、家庭生活支援員の派遣による家事

援助や未就学児の保育等サービスの提供等による生活支援を推進する。 

 

（保育等の確保） 

就労希望等により保育を必要とする全ての子育て家庭のニーズに対応

するため「子育て安心プラン」に基づき、令和２年度末までに待機児童解

消を図り女性就業率８割に対応できるよう、約 32 万人分の保育の受け皿

を確保する。また、放課後児童クラブについては、「新・放課後子ども総合

プラン」に基づき、着実にその整備を進めるとともに、対象となる児童が

家庭の事情にかかわらず利用できるよう、引き続き市町村等に対する必要

な財政支援を講じていく。 

都道府県等で実施する保育士等キャリアアップ研修において、「保護者

支援・子育て支援」の研修分野の中で具体的な研修内容の例として「子ど

もの貧困」に関する対応を盛り込み、担当職員の専門性の向上を図る。 

また、指定保育士養成施設における養成課程において、子供の貧困をは

じめ、「社会福祉」及び「子ども家庭福祉」について履修することを通じ、

子供の貧困に関する保育士の理解を深めるよう努める。 

 

（保護者の育児負担の軽減） 

子育て家庭の様々なニーズにより一時的に保育が必要となった乳幼児

を保育所、幼稚園以外のその他の場所において預かり、必要な保護を行

う事業の充実を図る。 

また、児童養護施設等で一時的に子供を預かるショートステイ事業や

トワイライトステイ事業等、保護者の疾病や育児疲れ等により一時的に

子供を養育することが困難になった場合に活用可能な支援を推進する。 

 

（３）子供の生活支援 

（生活困窮世帯等の子供への生活支援） 

生活保護世帯の子供を含む生活困窮世帯の子供を対象に、生活困窮者自

立支援法に基づき、子どもの学習・生活支援事業を実施し、学習支援や進
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路選択に関する相談等の支援のほか、子供や保護者への生活習慣や育成環

境の改善に関する支援を行う。（再掲） 

また、育児と仕事を一手に担うひとり親家庭について、子供に対するし

つけや教育などが十分に行き届きにくいなどの事情を考慮し、ひとり親家

庭の子供の基本的な生活習慣の定着に向けて、放課後児童クラブ等の終了

後に生活習慣の習得・学習支援、食事の提供等を行うことが可能な居場所

づくりを推進する。 

 

（社会的養育が必要な子供への生活支援） 

生活基盤が不十分なため、親が自分で子供を育てられない場合において

も、家庭と同様の環境である里親やファミリーホームで養育されるよう支

援する。このため、平成 28年の児童福祉法改正において法定化された「家

庭養育優先の原則」の理念に基づき、里親の開拓や里親教育、特別養子縁

組等を進める。 

また、家庭養育に対する拒否感が強いなどの理由により、施設養育が必

要とされる子供に対してもできる限り良好な家庭的環境で養育されるよ

う支援するとともに、ケアニーズの非常に高い子供等、生活単位が集合す

る場合においても、十分なケアが可能となるよう、できるだけ少人数の生

活単位で養育されるよう支援する。 

 

（食育の推進に関する支援） 

乳幼児期は、子供の健やかな発育・発達及び健康の維持・増進の基盤と

なる時期であると同時に、望ましい食習慣や生活習慣の形成に極めて大き

な役割を果たす時期でもある。 

このため、全ての子供が健やかに育つ社会の実現を目指す「健やか親子

21（第２次）」の趣旨を踏まえつつ、乳幼児健康診査等における栄養指導の

機会等を活用し、疾病や障害、経済状態等の個人や家庭環境の違い、多様

性を踏まえた食育の推進を図る。 

保育所を始めとした児童福祉施設においては、ふさわしい食生活が展開

され、適切な援助が行われるよう、各施設において、「児童福祉施設におけ

る食事の提供ガイド」の活用等を通じ、子供の発育・発達状態・健康状態・

栄養状態・生活状況等を把握し、それぞれに応じた必要な栄養量が確保で

きるように努めるとともに、食育の観点から、食事の提供や栄養管理を行

い、子供の健やかな発育・発達を支援する。 

特に、保育所等における食育の推進に当たっては、「保育所保育指針」、

「保育所における食事の提供ガイドライン」等を参照し、専門性をいかし
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ながら、家庭や地域、福祉、教育分野等と連携を図っていくことが重要で

ある。児童養護施設等で暮らす子供においては、入所前の家庭生活におい

て適切な食生活が営まれていない場合があることから、児童養護施設等の

運営指針の活用を通じ、子供の発達過程に応じた食習慣を身に付けられる

よう食育を推進する。 

ひとり親家庭の子供については、居場所づくりの観点から、子どもの生

活・学習支援事業において食事の提供を行う場合には、食育の観点に配慮

するものとする。 

 

（４）子供の就労支援 

（生活困窮世帯等の子供に対する進路選択等の支援） 

生活保護世帯の子供を含む生活困窮世帯の子供を対象に、生活困窮者自

立支援法に基づき、子どもの学習・生活支援事業を実施し、進路選択や将

来の就職に向けた相談、職場体験等の支援を行う。 

また、ひとり親家庭の子供を対象に、母子家庭等就業・自立支援事業を

通じて、就業相談、就業支援講習会の開催、就業情報の提供等を行う。 

 

（高校中退者等への就労支援） 

ハローワークと学校等の関係機関が連携し、就職を希望する学生・生徒

等に対して支援を実施する。特に、学校が地域若者サポートステーション

及びハローワーク等が実施する支援内容等について高校中退者等に対し

て情報提供を行うなど、就労支援や復学・就学のための取組の充実を図る。

（再掲） 

 

（児童福祉施設入所児童等への就労支援） 

児童養護施設等で暮らす子供を対象に、勤労の基礎的な能力を身に付

け、希望に応じた職業選択ができるよう職業指導を行うとともに、必要と

なる資格取得の支援等を行う。また、就職に際し必要な被服類等の購入費

等の支援を行う。 

 

（子供の社会的自立の確立のための支援） 

新卒応援ハローワークやわかものハローワーク等を中心に正規雇用に

向けた就職支援を行うなど、若者の職業的自立や就労に向けた支援等を行

う。 

また、労働関係法令を知らないために発生する様々な問題の発生を防止

するとともに、職業についての意識を高めることにより、子供の就労によ
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る自立を支援するため、学生・生徒等に対して、労働関係法令に関する教

育を行う。 

 

（５）住宅に関する支援 

母子世帯・父子世帯及び住宅困窮度の高い子育て世帯を、公営住宅に係

る優先入居の対象として取り扱うことが可能である旨の地方公共団体へ

の周知のほか、新たな住宅セーフティネット制度により、住宅確保要配慮

者の入居を拒まない賃貸住宅の登録促進、登録住宅の改修や入居者負担の

軽減等への支援、居住支援協議会や居住支援法人が行う相談・情報提供等

に対する支援を実施し、引き続き子育て世帯等の居住の安定を支援してい

く。 

生活困窮世帯に対しては、生活困窮者自立支援法に基づき、離職等によ

り住居を喪失又はそのおそれのある者に住居確保給付金を支給する。ま

た、シェルター退所者や地域社会において孤立し住宅を失うおそれのある

者等に対し、生活困窮者自立支援法に基づく一時生活支援事業において、

入居に当たっての支援や、居宅における一定期間の訪問による見守りや生

活支援を行う。 

ひとり親家庭に対しては、母子父子寡婦福祉資金貸付金の住宅資金（住

宅の建設等に必要な資金）や転宅資金（住居の移転に必要な資金）の貸付

けを通じ、住宅支援を引き続き実施する。 

 

（６）児童養護施設退所者等に関する支援 

（家庭への復帰支援） 

施設入所等の措置解除後の子供が家庭に復帰する際には、児童相談所

が、その家庭環境を考慮し、保護者に子供への接し方等の助言やカウンセ

リングを実施する。 

さらに、措置解除後の一定期間は、児童相談所と地域の関係機関とが連

携し、定期的な子供の安全確認、保護者への相談・支援等を実施する。 

 

（退所等後の相談支援） 

児童養護施設等に入所していた子供等に対しては、必要に応じて 18 歳

到達後も原則 22 歳の年度末までの間、引き続き里親家庭や施設等に居住

して必要な支援を提供するとともに、児童養護施設を退所した子供等の実

態把握を行い、その結果を踏まえ、住まいの確保や進学・就職を支援する

措置の拡充を図る。また、社会的養護自立支援事業の各都道府県での積極

的な実施の促進、自立支援資金貸付事業の継続実施、施設における自立支
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援体制の強化等、子供の自立に向けた継続的・包括的な支援体制を構築す

る。 

 

（７）支援体制の強化 

（児童家庭支援センターの相談機能の強化） 

児童家庭支援センターが地域支援を十分に行えるように、その地域及び

配置等を考慮した機能強化を図る。 

 

（社会的養護の体制整備） 

社会的養護の推進のため、児童養護施設等における小規模かつ地域分散

化等の推進を図る。あわせて、新たに里親となる人材を確保するため、広

報啓発の充実を図るとともに、里親の委託前養育期間における経済的負担

の軽減について検討する。 

 

（市町村等の体制強化） 

市区町村子ども家庭総合支援拠点に対する支援等の拡充や要保護児童

対策地域協議会の充実・強化を行うとともに、児童福祉司の増員や専門性

の強化、処遇改善等、児童相談所の体制強化を推進する。 

 

（ひとり親支援に係る地方公共団体窓口のワンストップ化等の推進） 

ひとり親家庭が抱える様々な課題や個別のニーズに対応するため、適切

な支援メニューをワンストップで提供する体制や毎年８月の児童扶養手

当の現況届の時期等における集中相談体制の構築を整備する。また、ひと

り親等の事務手続にかかる負担軽減のため、児童扶養手当等に係る各種手

続において、地方公共団体における公簿等による確認やマイナンバーによ

る情報連携を活用した添付書類の省略の推進等に努める。 

 

（生活困窮者自立支援制度とひとり親家庭向けの施策の連携の推進） 

生活困窮者自立相談支援事業の支援員等と、ひとり親家庭の相談に対応

する母子・父子自立支援員等の連携等により、各種支援に適切につなげる

体制の充実を図る。また、生活困窮者自立支援制度とひとり親家庭向けの

支援相談の窓口が連携した好事例を周知する。 

 

（相談職員の資質向上） 

生活困窮世帯への支援については、生活困窮者自立支援制度における相

談員等の質を確保するため、生活困窮者自立相談支援機関の支援員向けの
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研修を実施する。 

また、生活保護世帯への支援については、支援に当たる職員の資質の向

上を図るため、ケースワーカーや就労支援員等に対する研修を行う。 

あわせて、ひとり親家庭への支援については、それぞれの家庭の状況に

応じた適切な支援の実施に向けて、ひとり親家庭の相談に対応する母子・

父子自立支援員や、ひとり親の実情に応じた自立支援プログラムを策定す

る母子・父子自立支援プログラム策定員に対する研修等を実施し、ひとり

親家庭の相談関係職員の専門性の向上を図る。 

さらに、児童思春期における心の問題に対応できる専門家（医師、看護

師、精神保健福祉士、公認心理師等）を養成するため、思春期精神保健対

策研修を行う。 

 

３ 保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援 

（１）職業生活の安定と向上のための支援 

（所得向上策の推進、職業と家庭が安心して両立できる働き方の実現） 

働いている母子世帯の母の約半数はパート・アルバイト等の不安定

な就労形態にあり、職業生活の安定と向上のための支援が重要である。 

中小企業・小規模事業者が賃上げしやすい環境整備に積極的に取り組む

とともに、最低賃金については、近年、年率３％程度を目途として引き上

げられてきたことを踏まえ、景気や物価動向を見つつ、地域間格差にも配

慮しながら、これらの取組とあいまって、より早期に全国加重平均が 1000 

円になることを目指す。 

長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現、同一労働同一賃金の導

入等、雇用形態に関わらない公正な待遇の確保を着実に推進すべく、働き

方改革関連法の円滑な施行を進める。 

育児休業、子の看護休暇や育児のための短時間勤務制度等、仕事と両立

して安心して子供を育てられる労働環境の整備を引き続き図る。 

 

（２）ひとり親に対する就労支援 

（ひとり親家庭の親への就労支援） 

マザーズハローワーク等において、ひとり親を含む子育て女性等に対す

るきめ細かな就職支援を実施する。 

また、ひとり親家庭の親等の就労支援に資する職業訓練やトライアル

雇用助成金等の各種雇用関係助成金の活用を推進する。 

さらに、就職に有利になる資格の取得や主体的な能力開発の取組を促

進し、生活の安定を図るため、ひとり親家庭の保護者に対する高等職業
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訓練促進給付金等や自立支援教育訓練給付金により、ひとり親家庭の生

活の安定に資する就業に向けた資格取得を促進する。 

その上、母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措

置法の規定を踏まえ、予算の適正な使用に留意しつつ、母子福祉団体等

からの物品及び役務の優先調達に努めることで、引き続き就労機会の確

保を図っていく。 

 

（ひとり親家庭の親の職業と家庭の両立） 

ひとり親家庭に対する家庭生活支援員の派遣による家事援助や未就学

児の保育等のサービスの提供、児童養護施設等で一時的に子供を預かる

ショートステイ事業やトワイライトステイ事業等、親の職業と家庭の両

立に必要な場合や、保護者の疾病や育児疲れ等により一時的に子供を養

育することが困難になった場合に活用可能な支援を推進する。（再掲） 

 

（ひとり親家庭の親の学び直しの支援） 

ひとり親家庭の親が高等学校卒業程度認定試験合格のための講座を受

け、これを修了したとき及び合格したときに受講費用の一部を支給する

事業を継続して実施する。 

また、生活保護を受給しているひとり親家庭の親が、高等学校等に就

学する場合には、一定の要件の下、就学にかかる費用（高等学校等就学

費）を支給することで、親の学び直しを図っていく。 

 

（企業表彰） 

子育てと就業の両立が難しい等の理由で就業が困難なひとり親家庭 

の親を多数雇用している企業等を表彰することで、ひとり親家庭の親が

働きやすい環境を整備するとともに、就業促進に向けた社会的機運を高

める。 

 

（３）ふたり親世帯を含む困窮世帯等への就労支援 

（就労機会の確保） 

低所得で生活が困難な状態にある世帯の生活困窮者の就労支援に資す

る特定求職者雇用開発助成金及びトライアル雇用助成金の活用を推進す

る。また、求職者支援訓練により、これまで専業主婦であった人等も含

め、就職に必要な技能及び知識を習得できるよう、訓練機会の提供を行

う。 

加えて、生活困窮者や生活保護受給者への就労支援については、就労
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支援員による支援や、ハローワークと福祉事務所等のチーム支援、就労

の準備段階の者への支援等きめ細かい支援を実施する。また、生活保護

受給者の就労や自立に向けたインセンティブの強化として、積極的に求

職活動に取り組む者への就労活動促進費の支給や安定した職業に就いた

こと等により保護を脱却した場合の就労自立給付金の支給を行う。 

 

（親の学び直しの支援） 

キャリアプランの再設計、リカレント教育、その成果を生かしたキャリ

アアップや雇用機会の確保といった一連のプロセスを総合的に支援する

一環として、キャリアコンサルティングを定期的に受けられる仕組みの普

及に取り組む。 

 

（非正規雇用から正規雇用への転換） 

非正規雇用労働者のキャリアアップを支援するキャリアアップ助成 

金についても引き続き活用を促進する。 

 

４ 経済的支援 

 

（児童手当・児童扶養手当制度の着実な実施） 

児童手当法に基づく児童手当の支給を着実に実施する。 

また、児童扶養手当については、平成 28 年児童扶養手当法改正による

児童扶養手当の多子加算額の倍増や、平成 30 年児童扶養手当法施行令改

正による全部支給所得制限限度額引上げを踏まえた手当の支給について、

着実に実施する。さらに、令和元年 11 月からの支払回数の年３回から年

６回への見直しについて、事務の円滑な履行に努める。 

 

（養育費の確保の推進） 

債務名義を有する債権者等が強制執行の申立てをする準備として債務

者の財産に関する情報を得やすくするため、民事執行法の改正により、現

行の財産開示手続をより利用しやすく実効的なものにするとともに、債務

者の有する不動産、給与債権、預貯金債権等に関する情報を債務者以外の

第三者から取得する手続を新設することとしたため、関係機関等にこれら

の制度を周知する。 

このほか、母子家庭等就業・自立支援センターや養育費相談支援センタ

ー等において、養育費に関する相談支援を行うなど、適切な施行を図って

いく。 
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また、養育費の取決めを促すため、地方公共団体における弁護士等によ

る相談等の実施や、養育費相談支援センターにおいて、相談等に対応する

人材養成のための研修、養育費に係る各種手続等に関するパンフレット等

の作成等、養育費に関する相談支援を行う。 

さらに、離婚する当事者に対して養育費等の取決めの重要性や法制度を

理解してもらうため、引き続き養育費等の取決めについて解説したパンフ

レットを市区町村の窓口において離婚届の用紙と同時に交付する。 

 

（教育費負担の軽減） 

全ての意思ある子供が安心して教育を受けられるよう、就学援助、高校

生等奨学給付金、高等教育の修学支援新制度の実施等により、修学に係る

経済的負担の軽減を図る。（再掲） 

 

第５ 子供の貧困に関する調査研究等 
 

改正後の法律を踏まえ、以下の方針で子供の貧困に関する指標に関する研究

その他の子供の貧困に関する調査及び研究等を実施する。 

 

１ 子供の貧困の実態等を把握するための調査研究 
 

子供たちが置かれる貧困の実態や、そのような子供たちが実際に受けて

いる各種の支援の実態の把握を継続的に実施する。また、地方公共団体も

含めた施策の実施状況や地域における支援活動の状況、国内外の調査研究

等に関する情報収集を引き続き実施する。 

 

２ 子供の貧困に関する指標に関する調査研究 
 

子供の貧困に関する指標については別添に掲げているところであるが、

子供の貧困対策を今後更に適切に推進していくため、既存の公的統計の見

直しや改善も含め、指標の在り方については引き続き検討を進めていく。 

新たな調査を実施する場合には、単なる実態の記述だけではなく、世帯の

経済状況が子供にどのような影響を与えているかという視点を含めて、子供

の貧困の実態が明らかになるような調査を検討する。また、政策の効果が生

じるプロセスを明確にし、支援が確実に届いているかも含め、取組に対する

効果を見るなどのプロセス評価も視野に入れた調査研究を検討する。 
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３ 地方公共団体による実態把握の支援 

 

地方公共団体における子供の貧困対策の企画・立案、実施に資するため、

子供の貧困の状況に関する地域別データの把握・提供に努める。 

また、各地方公共団体が実施する子供の貧困に関する実態調査について、

各地域において適切に実態を把握できるよう、調査項目を共通化するなどに

より比較可能なものとするとともに、全国的な実施に向けた検討を行う。 

 
第６ 施策の推進体制等 

 

１ 国における推進体制 
 

本大綱に基づく施策を総合的に推進するため、引き続き、子どもの貧困対

策会議を中心に、内閣総理大臣のリーダーシップの下、関係府省が連携・協

力しつつ、施策相互の適切な調整を図り、政府が一体となって子供の貧困対

策に取り組む。その際、同会議の事務局である内閣府を中心に、連携・推進

体制の強化を図る。 

施策の推進に当たっては、子供の支援に関わる全ての政策分野との連携に

留意する。特に、子供の貧困対策が児童虐待の予防にも資するとの観点から

児童虐待防止対策分野との連携を図るとともに、子供が成長し安定した生活

を営めるようになるまで支援を行う観点から、青少年育成支援分野等との緊

密な連携を図る。また、子供やその家族の状況に応じ、障害者支援施策や在

留外国人への支援施策、配偶者からの暴力被害者支援施策等との連携にも留

意する。 

 

２ 地域における施策推進への支援 
 

子供の貧困対策を効果的に推進するためには、教育分野、福祉分野等の地

域における多様な関係者等の連携・協力を得つつ、地域の実情に即した施策

に取り組むことが重要である。 

改正後の法律において、市町村に対し子供の貧困対策についての計画の策

定が努力義務とされたことも踏まえ、地域の実情を踏まえた計画が策定され

るよう働きかけるとともに、市町村を含む地方公共団体において子供の貧困

対策が実施されるよう、適切な支援を行う。さらに、法律に規定する教育の

支援、生活の支援等４つの支援施策に加え、地域を基盤とした支援ネットワ

ークの整備・活用に資する地方公共団体の取組を支援する。 
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なお、沖縄における施策の推進に当たっては、沖縄における深刻な子供の

貧困の実態やこれまでの実施状況等を踏まえつつ検討を進める。 

 

３ 官公民の連携・協働プロジェクトの推進、国民運動の展開 
 

子供の貧困対策が国を挙げて推進されるよう、「子供の未来応援国民運動」

を通じ、国、地方公共団体、民間の企業・団体等によるネットワークを構築

し、地方公共団体における取組や民間団体の支援活動の情報等の収集・提供

や、子供の未来応援基金を通じた支援、民間企業と支援を必要とする民間団

体のマッチング等、官公民の連携・協働プロジェクトを推進する。 

また、このような取組について積極的に情報発信し、国民の幅広い理解の

下、子供を社会全体で支援する機運を高めていく。 

さらに、民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関

する法律に基づき、休眠預金等を子供及び若者の支援に係る活動、日常生活

又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動等といった民

間の団体が行う公益に資する活動に活用することとしており、同制度の円滑

な運用に向けて政府として環境整備や積極的な広報等に努める。 

 

４ 施策の実施状況等の検証・評価 
 

子どもの貧困対策会議において、本大綱に基づく施策の実施状況や対策の

効果等を検証・評価し、これを踏まえて対策等の見直しや改善に努める。 

このため、子どもの貧困対策会議の下に設けた有識者会議において、関係

者の意見を聴きつつ施策の実施状況や対策の効果等を検証・評価する。 

 

５ 大綱の見直し 
 

本大綱については、社会経済情勢の変化、子供の貧困に関する状況の変化、

本大綱に基づく施策の実施状況や対策の効果等を踏まえ、おおむね５年を目

途に見直しを検討する。 
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子供の貧困に関する指標                                       （別添） 
指標 直近値 算出方法 

教育の支援 

生活保護世帯に属する子供の高等

学校等進学率 
９３．７％ 

（平成 30 年 4 月 1 日 

現在） 
生活保護法第６条第１項に規定する被保護者であって、中

学校（義務教育学校後期課程、中等教育学校前期課程及

び特別支援学校中学部を含む。）の卒業者総数のうち、高

等学校（中等教育学校後期課程及び特別支援学校高等部

を含む。）、高等専門学校又は専修学校の高等課程の入学

した者の数の占める割合 

（出所：厚生労働省社会・援護局保護課調べ） 

生活保護世帯に属する子供の高等

学校等中退率 
４．１％ 

（平成 30 年 4 月 1 日 

現在） 
高等学校、中等教育学校後期課程、特別支援学校高等部

及び高等専門学校の４月の在籍者総数で、その年の翌年３

月までに中退した者の数を除したもの 
（出所：厚生労働省社会・援護局保護課調べ） 

生活保護世帯に属する子供の大学

等進学率 
３６．０％ 

（平成 30 年 4 月 1 日 

現在） 
生活保護法第６条第１項に規定する被保護者であって、高

等学校（中等教育学校後期課程及び特別支援学校高等部

を含む。）、高等専門学校、専修学校（高等課程又は一般課

程）、各種学校又は公共職業能力開発施設の卒業者数のう

ち、大学、短期大学、専修学校（専門課程又は一般課程）又

は各種学校への進学した者の割合 
（出所：厚生労働省社会・援護局保護課調べ） 

児童養護施設の

子供の進学率 
中学校卒業後 ９５．８％ 

（平成 30 年 5 月 1 日 

現在） 
その年度末に中学校を卒業した者の数のうち、その年度の

翌年度（５月時点）に高等学校、中等教育学校後期課程、特

別支援学校高等部、高等専門学校、専修学校、各種学校

又は公共職業能力開発施設に進学している者の数の占める

割合 

（出所：厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課調べ） 

高等学校等卒

業後 
３０．８％ 

（平成 30 年 5 月 1 日 

現在） 
高等学校、中等教育学校後期課程又は特別支援学校高等

部の卒業者及び高等専門学校（３学年）を修了した者の数

のうち、大学、短期大学、高等専門学校（４学年に進級した

者）、専修学校、各種学校又は公共職業訓練施設への進学

している者の数の占める割合 
（出所：厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課調べ） 

ひとり親家庭の子供の就園率 

（保育所・幼稚園等） 
８１．７％ 

（平成 28 年 11 月 1 日 

現在） 
母子世帯又は父子世帯の小学校入学前の者のうち、保育

先として保育所、幼稚園又は認定こども園が選択されている

者の割合 
（出所：全国ひとり親世帯等調査） 

ひとり親家庭の

子供の進学率 
中学校卒業後 ９５．９％ 

（平成 28 年 11 月 1 日 

現在） 
母子世帯又は父子世帯の 16 歳の者のうち、高等学校又は

高等専門学校に在籍している者の割合 
（出所：全国ひとり親世帯等調査） 
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高等学校等卒

業後 
５８．５％ 

（平成 28 年 11 月 1 日 

現在） 
母子世帯又は父子世帯の 19 歳の者のうち、大学、短期大

学、専修学校又は各種学校に在籍している者の割合 
（出所：全国ひとり親世帯等調査） 

全世帯の子供の高等学校中退率 １．４％ 
（平成 30 年度） 

年度初めに高等学校に在籍していた者のうち、その年度中

に高等学校を中退した者の割合 
（出所：児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課

題に関する調査） 
全世帯の子供の高等学校中退者

数 
４８，５９４人 

（平成 30 年度） 
年度初めに高等学校に在籍していた者のうち、その年度中

に高等学校を中退した者の数 

（出所：児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課

題に関する調査） 

スクールソーシャ

ルワーカーによ

る対応実績のあ

る学校の割合 

小学校 ５０．９％ 
（平成 30 年度） 

全公立小学校のうち、補助事業を活用したスクールソーシャ

ルワーカーによる対応実績のある小学校の割合 
（出所：文部科学省初等中等教育局児童生徒課調べ） 

中学校 ５８．４％ 
（平成 30 年度） 

全公立中学校のうち、補助事業を活用したスクールソーシャ

ルワーカーによる対応実績のある中学校の割合 
（出所：文部科学省初等中等教育局児童生徒課調べ） 

スクールカウン

セラーの配置率 
小学校 ６７．６％ 

（平成 30 年度） 
全公立小学校のうち、補助事業を活用したスクールカウンセ

ラー（準ずる者を含む。）が配置された小学校の割合 
（出所：文部科学省初等中等教育局児童生徒課調べ） 

中学校 ８９．０％ 
（平成 30 年度） 

全公立中学校のうち、補助事業を活用したスクールカウンセ

ラー（準ずる者を含む。）が配置された中学校の割合 
（出所：文部科学省初等中等教育局児童生徒課調べ） 

就学援助制度に関する周知状況

（入学時及び毎年度の進級時に学校で就学

援助制度の書類を配布している市町村の割

合） 

６５．６％ 
（平成 29 年度） 

「入学時に学校で就学援助制度の書類を配付している」と回

答し、かつ「毎年度の進級時に学校で就学援助制度の書類

を配付している」と回答した市町村の割合 
（出所：文部科学省初等中等教育局修学支援プロジェクトチ

ーム調べ） 

新入学児童生徒

学用品費等の入

学前支給の実施

状況 

小学校 ４７．２％ 
（平成 30 年度） 

「当該年度に入学した者を対象に入学前支給を実施」と回

答した市町村の割合 
（出所：文部科学省初等中等教育局修学支援プロジェクトチ

ーム調べ） 中学校 ５６．８％ 
（平成 30 年度） 
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高等教育の修学

支援新制度の利

用者数 

大学 － 高等教育の修学支援新制度（給付型奨学金、授業料等減

免）を当該年度において利用した者の数 

（注）高等教育の修学支援新制度については令和２年４月から開始。 

（出所：独立行政法人日本学生支援機構調べ、文部科学省

調べ） 

短期大学 － 

高等専門学校 － 

専門学校 － 

生活の安定に資するための支援 

電気、ガス、水道

料金の未払い経

験 

ひとり親世帯 電気料金    １４．８％ 
ガス料金    １７．２％ 
水道料金    １３．８％ 

（平成 29 年） 

ひとり親世帯のうち、過去１年間に経済的な理由で料金の未

払いが「あった」と答えた世帯の割合 
（出所：生活と支え合いに関する調査（特別集計）） 

子供がある全世

帯 
電気料金      ５．３％ 
ガス料金      ６．２％ 
水道料金      ５．３％ 

（平成 29 年） 

子供がある世帯のうち、過去１年間に経済的な理由で料金

の未払いが「あった」と答えた世帯の割合 
（出所：生活と支え合いに関する調査（特別集計）） 

食料又は衣服が

買えない経験 
ひとり親世帯 食料が買えない経験 

３４．９％ 
衣服が買えない経験   

３９．７％ 

（平成 29 年） 

ひとり親世帯のうち、過去１年間に経済的な理由で家族が必

要とする食料又は衣服が買えないことが「よくあった」、「とき

どきあった」、「まれにあった」と答えた世帯の割合（※） 
（出所：生活と支え合いに関する調査（特別集計）） 

 

（※） 

食料が買えない経験（よくあった６．７％、ときどきあった１１．８％、まれにあった１６．４％） 

衣服が買えない経験（よくあった１０．０％、ときどきあった１０．５％、まれにあった１９．２％） 
子供がある全世

帯 
食料が買えない経験 

１６．９％ 

衣服が買えない経験   

  ２０．９％ 

（平成 29 年） 

子供がある世帯のうち、過去１年間に経済的な理由で家族

が必要とする食料又は衣服が買えないことが「よくあった」、

「ときどきあった」、「まれにあった」と答えた世帯の割合（※） 
（出所：生活と支え合いに関する調査（特別集計）） 

 

（※） 

食料が買えない経験（よくあった２．５％、ときどきあった５．１％、まれにあった９．２％） 

衣服が買えない経験（よくあった３．０％、ときどきあった５．６％、まれにあった１２．３％） 
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子供がある世帯

の世帯員で頼れ

る人がいないと

答えた人の割合 

ひとり親世帯 重要な事柄の相談 
８．９％ 

いざという時のお金の 

援助 

２５．９％ 
（平成 29 年） 

ひとり親世帯に属する 18 歳以上の個人のうち、頼れる人が

「いない」と回答した者（「そのことでは人に頼らない」と回答し

た者は含まない。）の割合 
（出所：生活と支え合いに関する調査（特別集計）） 

等価可処分所

得第Ⅰ～Ⅲ十

分位 

重要な事柄の相談 
７．２％ 

いざという時のお金の 

援助 

２０．４％ 
（平成 29 年） 

子供がある世帯で等価可処分所得が第Ⅰ～Ⅲ十分位の世帯

に属する 18 歳以上の個人のうち、頼れる人が「いない」と回答

した者（「そのことでは人に頼らない」と回答した者は含まな

い。）の割合 
（出所：生活と支え合いに関する調査（特別集計）） 

保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援 

ひとり親家庭の

親の就業率 
母子世帯 ８０．８％ 

（平成 27 年） 
母子世帯（他の世帯員がいる世帯を含む。）の親のうち、就

業している者の割合 
（出所：国勢調査） 

父子世帯 ８８．１％ 
（平成 27 年） 

父子世帯（他の世帯員がいる世帯を含む。）の親のうち、就

業している者の割合 
（出所：国勢調査） 

ひとり親家庭の

親の正規の職

員・従業員の割

合 

母子世帯 ４４．４％ 
（平成 27 年） 

就業している母子世帯（他の世帯員がいる世帯を含む。）の

親のうち、正規の職員及び従業員の割合 
（出所：国勢調査） 

父子世帯 ６９．４％ 
（平成 27 年） 

就業している父子世帯（他の世帯員がいる世帯を含む。）の

親のうち、正規の職員及び従業員の割合 
（出所：国勢調査） 
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経済的支援 

子供の貧困率 国民生活基礎 

調査 

１３．９％ 
（平成 27 年） 

貧困線（等価可処分所得の中央値の半分）に満たない子供

（17 歳以下）の数を子供の数で除したもの 

（出所：国民生活基礎調査） 

全国消費実態 

調査 

７．９％ 
（平成 26 年） 

貧困線（等価可処分所得の中央値の半分）に満たない子供

（17 歳以下）の数を子供の数で除したもの 

（出所：全国消費実態調査） 

ひとり親世帯の

貧困率 
国民生活基礎 

調査 
５０．８％ 

（平成 27 年） 
貧困線に満たない大人一人（18 歳以上 65 歳未満）と子供

（17 歳以下）からなる世帯の世帯員数を大人一人と子供から

なる世帯の世帯員数で除したもの 

（出所：国民生活基礎調査） 

全国消費実態 

調査 
４７．７％ 

（平成 26 年） 
貧困線に満たない大人一人（18 歳以上）と子供（17 歳以下）

からなる世帯の世帯員数を大人一人と子供からなる世帯の

世帯員数で除したもの 

（出所：全国消費実態調査） 

ひとり親家庭の

うち養育費につ

いての取決めを

している割合 

母子世帯 ４２．９％ 
（平成 28 年度） 

養育費の取決めをしている母子世帯の親の数を母子世帯の

親の数で除したもの 
（出所：全国ひとり親世帯等調査） 

父子世帯 ２０．８％ 
（平成 28 年度） 

養育費の取決めをしている父子世帯の親の数を父子世帯の

親の数で除したもの 
（出所：全国ひとり親世帯等調査） 

ひとり親家庭で

養育費を受け取

っていない子供

の割合 

母子世帯 ６９．８％ 
（平成 28 年度） 

養育費を現在受け取っていない母子世帯の子供の数を母

子世帯の子供の数で除したもの 
（出所：全国ひとり親世帯等調査（特別集計）） 

父子世帯 ９０．２％ 
（平成 28 年度） 

養育費を現在受け取っていない父子世帯の子供の数を父

子世帯の子供の数で除したもの 
（出所：全国ひとり親世帯等調査（特別集計）） 
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